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研究成果の概要（和文）：パッシブレーダー技術を用いて短波放送波の伝播距離を測定する装置

を、ディジタルソフトウェア受信機を利用して開発した。開発した装置を用いて豪州から赤道

を越えて日本へ伝播する短波放送波の伝播遅延から伝播距離を測定し、同時に方向探査装置に

よりその到来方向を測定する実験を行った。伝播距離と到来方向の同時測定により、プラズマ

バブルの位置推定精度を高め、その発生を広域で効率的に監視することができる見通しを得た。 

 
研究成果の概要（英文）：A system to measure the propagation distance of HF broadcast radio 

waves was developed with digital software radio receivers by utilizing a passive radar 

technique. The propagation time of HF broadcast radio waves from Australia to Japan 

across the magnetic equator was measured by the system to derive propagation distance. 

Arrival angles of the radio waves were measured simultaneously by an HF direction finder. 

It was suggested that more accurate position estimation of plasma bubbles and an effective 

wide-area monitoring system of plasma bubbles would be achievable by measuring the 

distance and arrival angle of trans-equatorial HF radio wave propagation simultaneously. 
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１．研究開始当初の背景 

 GPS 等を用いた衛星航法において、電離圏
プラズマの存在は最大の測位誤差要因であ
る。衛星航法の航空利用(運輸多目的衛星補
強 シ ス テ ム :MSAS 、 地 上 型 補 強 シ ス テ
ム:GBAS)において、プラズマバブルに伴う電
離圏全電子数の局所変動の検知は重要な問

題である。現状では、プラズマバブルの存在
を検知できないため、安全マージンを取らざ
るを得ず、より高度な利用の障害となってい
る。従って、その発生、移動を監視、予測す
ることは、衛星航法の高度利用にとって非常
に有益である。 
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図 2.短波赤道横断伝搬によるプラズマバ

ブル位置推定。オーストラリアから送信さ

れた短波放送波がプラズマバブルにより

反射され、大円伝搬方向から離れた方向か

ら到来する。 

 短波赤道横断伝搬は赤道域大規模電離圏
構造を観測するために古くから用いられて
きた[参考文献 1]。短波赤道伝搬観測は、レ
ーダー、光学観測等の手法に比べ、洋上を含
む広い範囲を一度に観測できるという優位
性を持つ。本研究代表者らの最新の短波到来
方向探査装置を用いた観測結果（図１）では、
短波赤道横断伝搬に見られる夜間の非大円
伝搬がプラズマバブルに対応することが発
見され、その移動速度を見積もることができ
た[参考文献 2]。しかしながら、赤道横断伝
搬の到来方向測定には精度の面で限界があ
り、短波電波到来方向探査観測はプラズマバ
ブルの観測手法として有効であるが、位置、
速度の測定誤差が大きい。プラズマバブルの
位置、速度をより正確に推定するためには、
反射点の位置を正確に決定する必要がある。
このためには伝播路長を測定し、伝播路を絞
り込むことが必要である。 
 近年、放送波を電波源として用いた測距法
（パッシブレーダー）が注目されており、米
国では FM 放送波を用いたオーロラに伴う電
離圏不規則構造の観測が行われている[参考
文献 3]。この手法は、放送波等外部の電波源
を用い、直達波と反射波の時間差を用いて反
射体までの距離を測定する。送信機が必要な
いため安価かつ無線局免許が不要であるな
ど注目されている。近年では汎用ディジタル
受信キットとオープンソースソフトウェア
を用いて有効な受信システムが実現可能で
あることが示されており[参考文献 4]、パッ
シブレーダー装置の開発は容易となってき
ている。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、ディジタル受信機を用い
た短波伝播距離測定装置を開発し、短波到来
方向探査装置とあわせて海外放送局電波の
到来方向と伝播距離を測定することにより、
衛星航法の高度利用を阻害するプラズマバ
ブルの発生・移動を広範囲で効率的に高い精

度で監視するシステムが実現可能であるこ
とを実証することである（図２）。 
 さらに、本研究によりプラズマバブルの移
動速度が精度よく決定可能となった場合、
GPS シンチレーション、レーダー等との同時
観測を行うことにより、大規模・小規模不規
則構造のドリフト速度の違いなど、プラズマ
バブルに伴うプラズマ不安定の物理過程の
理解が進むと期待される。 
 

３．研究の方法 

 汎用のディジタル受信キット(Universal 
Software Radio Peripheral; USRP)と PC を
用いた短波ディジタル受信システムの１台
を電波源の直近に、もう 1台を遠方の任意の
場所に設置し、受信する信号の時間差から伝
播距離を推定する装置を開発する。（図 3）。 
 赤道横断伝播する短波電波として、本研究
では豪州から放送される Radio Australia 放
送波を用いる。受信システムを Radio 
Australia 送信所が設置されている豪州・ビ
クトリア州 Shepparton 及び情報通信研究機
構・大洗方向探査施設に設置し、伝播距離を
測定する。同時に大洗方向探査施設で Radio 
Australia 放送波の到来方向を測定する。 
 
４．研究成果 
 上記の目的を達成するために、ディジタル

図 3. 伝播距離測定方法 

図 1.情報通信研究機構大洗テストフィー

ルドにおける Radio Australia 放送波到

来方向の観測例[参考文献 2]。到来方向が

左図内に点線で示す大圏方向から大きく

外れ、西から東へ移動する様子がわかる。 

大圏伝播 



受信機を用いた短波伝播距離測定装置を開
発した。短波伝播距離測定装置は 2 台の短波
ディジタル受信装置であり、それぞれ短波デ
ィジタル受信装置は短波帯アンテナ、ディジ
タル受信キット(USRP)、PC、及び時刻同期用
の GPS 受信機により構成される。USRP は 2 つ
の受信チャンネルをもち、それぞれ短波帯ア
ンテナからの短波放送波信号と GPS受信機か
らの 1秒パルス(1PPS)信号を受信し記録する
（図 4）。同時に GPS 受信機の時刻情報を用い
て PC の内部時計の誤差を 1 秒以内に保つこ
とにより、2 受信機で受信される短波放送波
信号間の時刻同期を誤差 1 μs（使用した GPS
受信機(GARMIN GPS 18x LVC)の 1PPS 時刻精
度、距離 300 m 相当）で達成することが可能
となった。本研究はプラズマバブルの広域監
視を目的としており、この時刻同期精度は極
めて十分である。図 5は実際に開発し使用し
た短波ディジタル受信装置の外観である。 
 短波伝播距離測定が十分な精度で行える
ことを確認するために、国内放送局の電波に
よる試験観測を 2010 年 3月 17〜29日に行っ
た。図 6 は、2010 年 3 月 21 日 10:00 UT に、
ラジオ NIKKEI (千葉県長柄町)の放送波
（3.945 MHz）を調布（電子航法研究所）及
び宇治（京都大学生存圏研究所）の 2地点（水
平距離 330 km）で短波ディジタル受信システ
ムを用いてサンプリングレート 32 kHz で記
録し、その時間遅れを導出したものである。
2地点で観測された波形は距離差140 kmに対
応する時間差で高い相関を持ち、測定値のば
らつきは 5 km 程度であることが分かった。
この得られた伝播距離差は、2 地点間の水平
距離（330 km）に対して短い。このとき、情
報通信研究機構が国分寺において観測した
3.945 MHzの電波の垂直反射高度は224 kmで
あった。これを用い、放送された短波が電離

圏経由で 2地点に到達したと仮定して伝播距
離差を推定すると、137 km となり（図 7）、
本研究で開発した伝播距離測定装置により
測定された距離差(140 km)はこれとよく一
致していることが分かった。これらのことか
ら、本手法が短波赤道横断伝播距離測定に十
分な性能を持つことが確認できた。 
 試験観測で得られた結果に基づいて受信
システムの改良を行った上で、2010 年 10 月
13 日〜17 日に第 1 回の Radio Australia 放
送波を用いた短波赤道横断伝播観測実験を
行った。Radio Australia の放送する放送波
のうち、日本-Australia の夜間に継続して放
送 さ れ 、 日 本 で の 受 信 状 況 が 良 好 な
9.475 MHz の放送波を受信することとした。
第 1回実験では、大洗方向探査施設により多
くの非大圏伝播が確認されたが、受信ソフト
ウェアに不具合が発生したため伝播距離の
測定は残念ながら失敗となった。平成 22 年 3
月に予定されていた第 2回観測実験は、東日
本大震災により大洗方向探査施設が被災し
たため平成 23 年度に延期した。 
 第 1回の Radio Australia 放送波を用いた
短波赤道横断伝播観測実験結果に基づき、受
信システムの改良を行い、受信システムの安
定性を向上させた。改良したシステムを用い

図 4. 伝播距離測定装置の構成。 

図 5. 短波ディジタル受信システム 

図 6. 調布〜宇治間の伝播時間差。電離圏

観測結果から導かれる伝播距離差 140 km

に対応する時間差が検出されている。 

図 7. 電離圏観測結果（垂直反射高度 224 km）

から導かれる長柄-調布および長柄-宇治間の

伝播距離差。電離圏入射角により、それぞれの

反射高度が 222 kmおよび 214 kmと補正されて

いる。 



て 2011年 4月 14〜17日及び 2011年 10月 20
〜23 日に、第 2回及び第 3回短波赤道横断電
波観測を行った。なお、東日本大震災による
大洗方向探査施設の被害は幸い大きくなく、
プラズマバブル発生季の 4月中に観測を行う
ことができた。 図 8〜10 は、それぞれ Radio 
Australia Shepparton 送信所、Shepparton
で使用した短波受信システム、及び大洗方向
探査装置である。 
 観測を行った 8晩のうち、2011 年 10 月 21
日を除く 7晩において、大洗方向探査施設に
より Radio Australia 放送波の非大圏伝播が
観測された。 
 図 11 は、2011 年 4 月 17 日に大洗方向探査
施設により観測された Radio Australia 放送
波(9.475 MHz)の到来方向である。夜間(10-17 
UT 頃)に、大圏伝播方向(図中の点線)から大
きく西方向に外れた方向からの電波到来が
多く見られることが分かる。 

 この時、同時に測定した Radio Australia
放送波の伝播距離測定結果を図 12 に示す。
また、到来方向の変動の拡大図も同時に示す。
非大圏伝播が見られなかった 09-10 UT 頃に
は伝播距離は約 8500〜8700 kmの間のいくつ
かの特定の距離(大地-電離圏間のホップ数
に対応)で安定していた。10 UT 過ぎの非大圏
伝播の発生に伴い、伝播距離は最大約
9500 km まで増加し、プラズマバブルの東進
に伴い到来方向が南西から南へ変化するに
したがって徐々に減少するというイベント
が複数捉えられた。 
 これらの結果から、本研究では、ディジタ
ル受信機を用いたパッシブレーダーの開発
に成功し、短波赤道横断伝播の到来方向測定
に伝播距離測定を加えることに成功した。こ
れにより、今後のプラズマバブルの位置推定
精度向上の可能性を示唆する結果が得られ
たと言える。本研究の成果は、定常監視シス
テムとしての短波赤道横断伝播を用いたプ
ラズマバブル監視システムへと活用が期待
できる。また、プラズマバブル発生に関わる
物理過程の解明やプラズマバブルの発生予
測に関する研究への活用も期待できる。 
 本手法の活用のためには、プラズマバブル
の位置推定アルゴリズムの開発が必要であ
り、伝播シミュレーションを活用した手法が

図 8. Radio Australia Shepparton 送信所 

図 9. Shepparton において使用した短波受

信システム(車載) 

図 10. 大洗方向探査施設の方向探査装置

(左)及びアンテナの一部(右) 

 

図 11. 2011年 4月 16日に大洗方向探査装

置が検出した Radio Australia 放送波

(9.475 MHz)の到来方向。放送時間帯

(08-19 UT)外に観測されるもの(03-08 UT

の方位角 250º 付近など )は、 Raido 

Austraria 以外の外来波。 

図 12. 2011 年 4 月 16 日の Shepparton-大洗間

のRadio Australia放送波の伝播距離(上)及び

到来方向(下)。 



有望と考えられる。また、定常監視システム
とするための、リアルタイム警報アルゴリズ
ムの開発も必要である。今後も引き続き衛星
航法高度利用のための電離圏監視手法の一
つとして検討を行っていく予定である。 
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